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１．少子化関係
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満足度と出生率
〇 ＯＥＣＤ加盟国では、満足度と出生率には正の相関がみられる。
〇 子育てのしやすさの満足度が高い都道府県では、出生率が高い傾向がみられる。

（備考）１．World Hapiness Report 2020、UN data、内閣府「満足度・生活の質に関する調査」、厚生労働省「人口動態調査」により作成。
２． World Hapiness Report は2017-2019年、UN dataは2015年の計数。満足度・生活の質に関する調査は2019年、人口動態調査は2018年の計数。
３．満足度とは「自分がどの程度満足しているか」を0点～10点の11段階で回答してもらったもの。
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ジェンダー・ギャップ指数（GGI）と出生率

〇ジェンダーギャップ指数が高い（男女格差が少ない）ほど、出生率は高まる傾向。

ジェンダー・ギャップ指数（総合）と合計特殊出生率との関係

（備考）WEF”The Global Gender Gap Report“により作成。

ジェンダー・ギャップ指数（管理的職業従事者の男女比）と
合計特殊出生率との関係

ジェンダー・ギャップ指数（同一労働における賃金の男女格差）と
合計特殊出生率との関係
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男女の労働時間と出生率

〇日本はＯＥＣＤ主要国と比べ、男女ともに有償労働時間が長い。
〇有償労働時間の男女差が広がるほど出生率が低い傾向。
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主要国の男性の労働時間と合計特殊出生率

主要国の女性の労働時間と合計特殊出生率

主要国の男女の労働時間差と合計特殊出生率

オーストラリア(06)

オーストリア(08/09)

ベルギー(13)

カナダ(15)

デンマーク(01)

フィンランド(09/10)
フランス(09/10)

ドイツ(12/13)

イタリア(13/14)

日本(16)

韓国(14)

ルクセンブルク(13)

オランダ(16)

ノルウェー(10/11)

スペイン(09/10)

スウェーデン(10)

イギリス(14/15)

アメリカ(18)

y = -0.0944x + 2.0704
R² = 0.1467

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

2.2

0 1 2 3 4 5 6 7 8

（合計特殊出生率）

（時間）

オーストラリア(06)

オーストリア(08/09)

ベルギー(13)

カナダ(15)

デンマーク(01)

フィンランド(09/10)

フランス(09/10)

ドイツ(12/13)
イタリア(13/14) 日本(16)

韓国(14)

ルクセンブルク(13)

オランダ(16)

ノルウェー(10/11)

スペイン(09/10)

スウェーデン(10)

イギリス(14/15)
アメリカ(18)

y = -0.0408x + 1.7689
R² = 0.0126

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

2.2

0 1 2 3 4 5

（合計特殊出生率）

（時間）

（備考）１．OECD Family database、OECD.Statにより作成。
２．国名の後ろの数字は調査年を表す。
３．15～64歳の一日当たりの有償労働時間（有償労働＋通勤時間）。
４．労働時間差率＝（男性の有償労働時間－女性の有償労働時間）／

男性の有償労働時間。
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男性の家事育児労働時間と出生率

〇夫の休日の家事・育児などの協力時間が長いほど第２子以降の出生ありの割合は上昇。
〇男性の家事・育児等労働時間割合が高いほど出生率も高い傾向。
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（備考）厚生労働省「第９回21世紀成年者縦断調査」により作成。

主要国の男性の家事・育児等労働時間割合と
合計特殊出生率
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４）総数には、家事・育児時間不詳を含む。

夫の協力と第二子出生

夫の休日の家事・育児時間別に見たこの８年間の
第２子以降の出生の状況

オーストラリア(06)

オーストリア(08/09)

ベルギー(13)

カナダ(15)

デンマーク(01)

フィンランド(09/10)

フランス(09/10)

ドイツ(12/13)

イタリア(13/14)
日本(16)

韓国(14)

ルクセンブルク(13)

オランダ(16)

ノルウェー(10/11)

スペイン(09/10)

スウェーデン(10)

イギリス(14/15)

アメリカ(18)

y = 0.0132x + 1.2027
R² = 0.2966

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

2.2

0 10 20 30 40 50

（合計特殊出生率）

（家事・育児等労働時間割合、％）

（備考）１．OECD Family database、OECD.Statにより作成。総平均時間。
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女性の労働参加率と出生率

〇近年、一部の主要国では女性の労働参加率の上昇と出生率の改善を同時に実現。
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（備考）OECD Family database、OECD.Statにより作成。

主要国における女性労働参加率と合計特殊出生率の推移
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(備考)総務省 「平成29年就業構造基本調査」により作成。当調査における「有業者」の数値を利用。
雇用形態について、「その他」は、「自営業者」、「家族従業者」、「会社などの役員」を含む。

〇25-34歳と35-44歳の女性の就業率を比較すると、都市圏で低下する一方、地方圏では上昇する傾向。
〇25-34歳と35-44歳の女性の雇用形態を比べると、正規職員の割合が低下し、非正規職員の割合が上
昇する傾向は都市圏と地方圏で共通。
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地域別の女性就業率（2017年）
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２．地域関係
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地域別の女性の就業構造（大学等の修了者）

(備考)総務省 「平成29年就業構造基本調査」により作成。当調査における「有業者」の数値を利用。

〇女性就業者で高専・大学・大学院を修了した者は、３大都市圏に集中。
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(備考)総務省 「平成29年就業構造基本調査」により作成。当調査における「有業者」の数値を利用。
各都道府県の男女別の有業者の総数に占める当該産業の有業者数の割合。 10

〇各都道府県の就業者に占める産業別の就業者の割合について、
・東京圏では情報通信業の割合が高い。
・首都圏に加え、阪神圏において、学術研究、専門・技術サービス業の割合は高め。

各都道府県の就業者に占める産業別の就業者の割合（2017年）(%)

(%)



都道府県別・業種別の年収と物価水準（2018年）

（備考）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」、総務省「小売物価統計調査」により作成。
2015年全国値を100とした2018年の各都道府県の物価指数を使用。
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（万円） 学術研究、専門・技術サービス業
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（万円） 全産業
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